
第 12章　農業環境のモニタリングと手法の開発

１ ． 物 理 環 境 ・ ガ ス フ ラ ッ ク ス 変 動 の モ ニ タ リ ン グ

⑴ は じ め に
本節では，農業環境のモニタリングのなかで，ガス以外の大気質の放出・拡散過程に関する研究

として花粉と黄砂，地球環境変化に関わる物理環境のモニタリングとして，農業水資源に関わる降
雪水量の観測手法と，温暖化影響の早期出現が予想されるチベット高原での気象のモニタリング，
ガスフラックス変動のモニタリングとして，農耕地に関わりの深い二酸化炭素とメタンのフラック
スの長期観測研究を紹介する．このうち，花粉に関わる研究は，農業環境技術研究所では大気生物
学（Aerobiology）分野の重要課題として，1990 年代から研究が実施されてきた．2000 年代に入っ
てからは，遺伝子組換え植物の圃

ほ

場
じょう

試験における花粉の飛散に関連する研究や，花粉症が社会問題
化したスギ花粉に関する研究などが行われた．ガスフラックスのモニタリングは，1990 年代に行
われた微気象学の原理に基づく大気微量ガスのフラックスの測定法に関する研究の成果を受けて，
2000 年代には農耕地や自然生態系でモニタリングが展開された．なかでも，茨城県つくば市真瀬
の水田では，10 年以上にわたる長期観測が現在でも継続されている．この研究は，ガスフラック
スモニタリング手法の高度化に関する研究も含めて，陸域生態系の炭素・水循環の解明を目的とし
た国際観測ネットワーク（FLUXNET）や，その地域ネットワークである AsiaFlux との連携のも
とで行われた．
⑵ 大 気 質 （ 花 粉 ， 黄 砂 ） の モ ニ タ リ ン グ
1 ト ウ モ ロ コ シ 花 粉 飛 散 量 自 動 モ ニ タ ー 装 置 の 開 発
遺伝子組換え植物の花粉の飛散による同種間交雑の問題に対処するには，作物花粉の拡散動態

を把握し，気象条件等との関係を明らかにする
ことが重要である．ダーラム（Durham）法な
どの既存の花粉計測法は，顕微鏡での花粉計数
に多大の労力を必要とするうえに，日単位での
計測しかできない．そこで，代表的な風媒花植
物であり，花粉による交雑が問題となっている
トウモロコシについて，大粒径花粉の光学的お
よび空気力学的特性を考慮して，花粉飛散量を
簡易に，かつ連続的に測定できる花粉モニター
装置を開発した（Kawashima et al., 2005）．こ
の装置では，スギ花粉のおよそ 3 倍の粒径，27
倍の重さに相当するトウモロコシ花粉の光学特
性と運動特性にあわせて，既存の粒子カウン
ターの光学系および気流系を改良することによ
り，花粉を効率よく計測部に導き，該当粒径の
球状粒子だけを検出することを可能にした（図
1）．この装置で計測した花粉飛散量の日積算値
は，空中花粉の基準的測定法として広く用いら
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図 1　トウモロコシ花粉モニター．破線内が既存の
パーティクルカウンターに改良をくわえた部分．
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れているダーラム法による花粉計測値との相関がきわめて高かった．また，計測の時間分解能が向
上し，午前中にピークがあり，正午にはピーク濃度の半分以下に減少するという花粉飛散の日変動
を計測することができた（平成 15 年度研究成果情報，川島ら）．

2 積 雪 地 域 に お け る ス ギ 花 粉 の 飛 散 開 始 日 の 推 定
スギ花粉の飛散開始日は，花粉症予防薬の投

与開始時期に関係する重要な情報であり，1990
年代からさまざまな研究が行われてきた（川
島・高橋，2002）．積雪地域では，多雪年に飛
散開始日の推定精度が悪いことが知られている
が，雪を考慮した飛散開始日の推定手法はな
かった．そこで，月平均気温と月降雪深を用い
る統計的手法によって，飛散開始日を推定する
手法を開発した（Inoue et al., 2002）．1983 年
から 1998 年までの飛散開始日と 1，2 月平均気
温および 2 月の降雪深を用いて，山形市におけ
るスギ花粉の飛散開始日を推定する重回帰式を
決定した．積雪の影響を表す変数としては，積
雪深（地表面に堆積した雪の深さ）ではなく，
樹体への着雪量との関係が深い月降雪深（１日
に降り積もった雪の深さの月積算値）を用いた．この結果，1，2 月平均気温のみを用いた従来法
よりも飛散開始日の推定精度が向上し，5 日以内の誤差で推定が可能になった．また，気象庁気候
統一シナリオ第 2 版（排出シナリオ SRES−A2（多元化社会））から農環研が作成したメッシュ気
候値を用いて，将来の山形市でのスギ花粉の飛散開始日を予測したところ，平均気温の上昇と降雪
量の減少により，2081 〜 2100 年には飛散開始日が現在よりも 3 週間早まると予想された（図2）．
この飛散開始日の推定法は，スギ花粉の飛散開始日の統計があれば，他の積雪地域でも活用でき
る．気温上昇，降雪深の減少は他の地域でも共通して予測されていることから，山形市と同様に飛
散開始日の早まりが予想される（平成 17 年度研究成果情報，井上ら）．

3 風 送 ダ ス ト の 発 生 機 構
黄砂，すなわちアジア大陸の乾燥・半乾燥地域から風によって大気中に舞い上がる風送ダスト

は，発生域の農業生産や生活環境に影響を与えるばかりでなく，自由大気に鉱物質エアロゾルとし
て浮遊し，日射の散乱・吸収および赤外放射の吸収過程や雲・降水過程を通じて，グローバルな気
象・気候に影響を及ぼしていると考えられる．わが国では，中国や韓国ほど深刻な経済的被害や健
康被害は報告されていないが，今後，発生源地域の乾燥化の進行によっては直接的被害が顕在化す
る可能性がある．農業環境技術研究所は，日中科学技術協定に基づく日中共同研究プロジェクトに
参画し，地表面状態が風送ダストに及ぼす影響を明らかにするため，黄砂の主要な発生域・通過経
路にあたる甘粛省敦煌において，ゴビ（礫

れき

沙漠）とオアシス農地でダストの比較観測を実施した．
オアシス農地には防風林があるため，ゴビに比べて風速が 40%低く，しかも潅

かん

漑
がい

により土壌水分
も高く保たれている．しかし，表層に 5μm 以下の細かな粒子が多く流動性が高いため，ダストが
舞い上がる臨界風速は，細砂（72 〜 450μm）も含めて，オアシス農地の方がゴビに比べて小さい
ことがわかった（杜ら，2003）．また，春季のオアシス農地の耕

こう

耘
うん

は臨界風速を低下させるととも
に，同じ風速でもダストの発生量を増加させることが明らかになった（Du et al., 2005）．
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図 2　山形市におけるスギ花粉の飛散開始推定日の
気候学的推移．
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⑶ 地 球 環 境 変 化 に 関 わ る 物 理 環 境 の モ ニ タ リ ン グ
1 積 雪 地 帯 厳 冬 期 に お け る 新 型 降 水 量 計 の 動 作 特 性
地球温暖化の進行により，積雪水資源量の変動が予想されている．積雪地帯の水資源のモニタ

リングのためには降雪水量（降雪を水に換算した量）の計測が重要である．しかし，従来の降水
量計は，測器の周囲の風の乱れによる雪の捕捉損失が大きく実測値が過小となる，降水継続時間
が正確に計測できない，冬季も含めて定期的な保守が不可欠なため河川源流域等の無人地では観
測できない，という問題がある．近年開発された，レーザー光やマイクロ波を用いて大気中の降
水粒子濃度を非破壊で遠隔計測する降水量計は，これらの問題を回避できる可能性がある．そこ
で，北海道芽室町でこれらの新型降水量計 2 機種を含む 4 種類の降水量計の比較試験を行った．
平均気温−10℃，最低気温−27℃の低温条件下で約 2 か月間の比較を行った結果から，レーザー
光を用いて大気を直接計測する降水量計は，補正なしでも日降水量を推定誤差 0.8mm 以下という
高い精度で測定でき，また弱い降水にも反応するため，降水継続時間も従来の手法より正確に実
測できることが明らかになった（Inoue et al., 2009）．非降雪期間を含む通年観測でも，半年に 1
回，センサー部の動作確認と清掃を行うだけで，良好に動作することを確認した．このように，
レーザー光を用いる新型降水量計は降雪水量の評価に有効なことが示され，積雪地帯の降水量観
測網の整備に役立つ知見が得られた（平成 20 年度研究成果情報，井上ら）．

2 チ ベ ッ ト 高 原 に お け る 草 線 の 気 候 条 件
北極，南極に次ぐ地球の第三極と呼ばれるチベット高原では，温暖化に対する生態系の影響が早

期にかつ急激に現れる可能性が指摘されており，畜産に対する温暖化の影響がすでに報告されてい
る（Du, et al., 2004）．しかし，チベット高原の 34%の面積を占める標高 4800m 以上の地域では，気
象観測と生態調査はほとんど実施されておらず，生態系への温暖化影響の実態は未解明である．そ
こで，チベット高原内の二つの地点で，山ろくの高原部から山頂に至るトランゼクト気象観測を実
施した．両観測地点には草線（草本類による被度がほぼ 100%の限界線．さらに標高が高い場所でも
植生は見られるが，被度が急激に低下する）がみられる．両観測地点の草線標高は 1000m もの差が
あるが，5 年間のモニタリングの結果から，7 〜 8 月の平均気温が約 5℃，日平均気温 5℃以上の日数
が約 40 日など，両地点の草線高度における夏季の気候条件の類似性が明らかになった．観測地点の
一つである当雄の山ろくにある気象官署の過去の観測値と，草線付近で観測した気象データから，
現在の草線高度における過去の気温の変動を推定した結果，過去 47 年間で 7 月の平均気温は 0.8℃上
昇し，日平均気温 5℃以上の日数は 15 日以上も増加したと推定された．この気温上昇は 100m 以上
の標高差に相当し，この期間に草線の移動をもたらした可能性が示唆された．この結果の直接的な
裏付けとなる画像やリモートセンシングデータなどは，まだ得られていないが，モニタリングによ
る温暖化影響の検知につながる知見といえる（平成 22 年度成果情報，杜ら）（杜ら，2009）．
⑷ 温 室 効 果 ガ ス フ ラ ッ ク ス の モ ニ タ リ ン グ
1 ア ラ ス カ の 湿 地 ツ ン ド ラ の 二 酸 化 炭 素 と メ タ ン フ ラ ッ ク ス
地球規模での炭素循環や温室効果ガス収支における陸域生態系の役割を評価するためには，世界

の土壌炭素の 3 分の 1 を蓄積しているとされる高緯度湿地帯の炭素収支の解明が重要である．なか
でも，北極域に広く分布するツンドラは地球温暖化に対する脆弱性が指摘されているが，温室効
果ガス収支の現状やその年次変動を評価するために必要な観測データは少なく，特に北極域の代
表的なツンドラである湿地ツンドラで，二酸化炭素とメタンのフラックスを同時に通年観測した
例はなかった．そこで，日米科学技術協定（日米地球環境リエゾン会合）に基づく共同研究とし
て，アメリカ合衆国アラスカ州バロー（Barrow）の北極海沿岸の湿地ツンドラで長期連続観測を
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行った．3 年間の観測の結果から，夏季 4 か月
間の二酸化炭素の吸収量は冬季 8 か月間の放出
量を上回り，湿地ツンドラは年間収支としては
二酸化炭素を吸収していること，夏季に湛水状
態となるため，他の高緯度地域の湿地に比べて
純生産量が大きいこと，地球温暖化係数を用い
て換算すると，メタンの年間発生量は二酸化炭
素の年間吸収量に比べて少なく，現在の湿地ツ
ンドラは地球温暖化の抑制に寄与していること
がわかった．また，両ガスのフラックスの年次
変動は大きく，1999 年のように夏季に多照，
高温で総光合成量が多い年には，純生産量は平
年の約 2 倍となり，メタン発生量も増加した．
3 年間にわたる観測により，二酸化炭素やメタ
ンの年間収支や，気象の年次変動にともなう変
動幅が明らかになった（平成 14 年度研究成果情報，宮田ら）（間野ら，2003; Harazono et al., 2003; 
Harazono et al., 2006）．

2 イ ネ 単 作 田 の 二 酸 化 炭 素 フ ラ ッ ク ス の モ ニ タ リ ン グ と 炭 素 収 支
茨城県つくば市真瀬のイネ単作田（図4）でも，

1999 年以降，二酸化炭素とメタンのフラックスのモ
ニタリングが行われている（Saito et al., 2005; Han et 
al., 2007）．農耕地ではガス態での炭素移動に加えて，
収穫，作物残さの処理や有機質資材の投入などの圃場
管理も炭素移動をともなう．ガスフラックスに非ガス
態での炭素移動量を加えて，イネ単作田の年間炭素収
支を定量化した．その結果，単作田の炭素収支の主要
項は，植物の光合成・呼吸および土壌有機物分解にと
もなう水田 ― 大気間の二酸化炭素の交換と，収穫・
作物残さ処理であり，作付期間の純生産量（NEP）
のおよそ半分が収穫時に持ち出され，残りの半分
に相当する炭素量が休耕期間に有機物分解により
大気中に放出されることがわかった（図5）．この
結果，年間炭素収支は 8 年間の平均でほぼ均衡し
ていた．また，炭素収支の年次間変動の主な要因
は，作付期間の NEP と不定期に行われた有機質
資材（堆肥）の投入であり，7 月が多照で光合成
による二酸化炭素吸収量が多かった年や，有機質
資材投入量が多かった年は，単年の炭素収支が
流入となった（平成 22 年度研究成果情報，宮田
ら）．以上の結果は既往の研究と大きく異なるも
のではないが，二酸化炭素フラックスの標準的

図 3　米国アラスカ州バローの湿地ツンドラにおけ
る二酸化炭素収支とメタン発生量

図 4　茨城県つくば市真瀬のガスフラックス
モニタリングサイト
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図 5　イネ単作田の年間炭素収支構造
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170 １．物理環境・ガスフラックス変動のモニタリング



測定法とされる渦相関法によるモニタリング結果に基づいて，炭素収支を定量化した点に意義があ
る．

真瀬観測点の観測データは，休耕期間を含む通年の二酸化炭素フラックスや熱収支諸項，気象要
素の 30 分値が，一定の基準による品質管理を施され，農業環境技術研究所フラックス・微気象観
測データベース（Ecosystem Database）（http://ecomdb.niaes.affrc.go.jp/）で公開されている（平
成 15 年度研究成果情報，宮田）．また，AsiaFlux や FLUXNET 等の国際的な研究ネットワークの
データベースにも登録されており，サイト間比較，モデル構築，リモートセンシングの地上検証等
に活用されている．真瀬観測点は，2011 年には日本生態系長期研究ネットワーク（JaLTER）の準
サイトとして登録され，今後も分野間連携の拠点としての役割を果たすことが期待されている．
⑸ ガ ス フ ラ ッ ク ス モ ニ タ リ ン グ 手 法 の 高 度 化
1 オ ー プ ン パ ス 型 と ク ロ ー ズ ド パ ス 型 渦 相 関 法 の 比 較
渦相関法は，二酸化炭素フラックスのモニタリングに標準的に用いられる，代表的な微気象学的

ガスフラックス測定法（微気象学的手法）である．渦相関法は，ガス分析計のタイプにより，オー
プンパス型とクローズドパス型に分けられる．この二種類の渦相関法にはそれぞれ長所と短所があ
り，世界中に両方の観測システムが混在しているのが現状である．観測データの標準化のために
は，二種類の渦相関法による観測値の系統差の有無を明らかにする必要がある．このため，両者を
併用している真瀬観測点のデータを利用した研究が行われた．まず，水田の休耕期間（地表面は裸
地）や積雪期間の森林のように植物の光合成がない期間に，オープンパス型渦相関法を用いて計測
された二酸化炭素フラックスに不自然な吸収フラックスがみられることがある．その原因の究明の
ため，真瀬サイトのデータを詳細に解析した結果，超音波風速温度計で計測された温度変動を用い
る一般的なオープンパス型渦相関法では，赤外線分析計の測定光路上に生ずる温度変動の影響を正
しく補正（密度変動補正）できず，水田の休耕期間や積雪期間の森林のように，二酸化炭素フラッ
クスが小さく顕熱フラックスが大きい条件では，オープンパス型渦相関法の精度が低下し，場合に
よっては不自然な吸収フラックスが計測されることが明らかになった（Ono et al., 2008）．次に，
両システムを併用している真瀬観測点と苫小牧観測点（森林）のデータを用いて，二種類の渦相関
法による NEP を比較し，オープンパス型はクローズドパス型に比べて年間の NEP を 10%（真瀬）
〜 16%（苫小牧），大きく評価することを明らかにした．両手法間の系統差は密度変動補正の大き
さとともに増加するため，両観測点の熱収支構造の違いにより，密度変動補正の大きい苫小牧観測
点の方が，真瀬観測点よりも系統差が大きいことがわかった（小野ら，2007）．

2 渦 相 関 法 の デ ー タ 処 理 ソ フ ト ウ ェ ア の 開 発 と 公 開
近年，微気象学の専門家だけでなく，その周辺分野でも渦相関法の利用者が増加しつつある．

渦相関法による観測で得られる乱流生データの統計処理や，計算値に含まれる異常値（降雨等の観
測に適さない気象条件や，人為的な影響を受けた観測値）の判別には，接地境界層の乱流輸送に関
する専門知識が必要とされるが，公開されている処理プログラムは少ない．この問題は渦相関法の
普及の障害になっており，観測データの標準化を妨げる要因ともなっている．そこで，最新の研究
成果を取り入れた，渦相関法による観測データの処理プログラムを，専門外の者でも利用可能なプ
ログラムとして公開，提供した．処理すべき乱流生データのほかに，処理法の選択や測器に関する
情報が入力されたファイルを指定のフォーマットに従って準備し，プログラムを実行することによ
り，乱流生データの各種統計量，品質検査情報，補正適用前後のフラックス値，偶然誤差などが得
られる．利用者は，品質検査情報を参照することにより，フラックス値の信頼性や誤差の程度を判
断でき，異常値を容易に除去して実用的なフラックスのデータセットを作成できる（間野ら，2007）
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（平成 16 年度研究成果情報，間野ら）．このプログラムは国内の研究機関や大学等に提供され，渦
相関法によるガスフラックスのモニタリングに活用されている．さらに，最新の知見に基づいて改
良したプログラムを，Web 上で実行できるシステムとして公開した．Web 公開することにより，
将来のプログラムの追加・修正も，利用者に迅速に周知することが可能となった．近年利用者が増
加しているアジア各国を中心に幅広い普及が期待される（平成 22 年度研究成果情報，間野ら）．

3 農 地 の 蒸 発 散 量 と 二 酸 化 炭 素 吸 収 量 の オ ン ラ イ ン 監 視 用 ソ フ ト ウ ェ ア
環境の変化にともなって時々刻々変化する農地の蒸発散量や二酸化炭素吸収量の情報をオンライ

ンで収集できれば，潅漑水の管理や作物生育の監視などの適切な圃場管理に活用できる．渦相関法
は圃場規模での蒸発散量や二酸化炭素吸収量を計測するのに適した技術であるが，圃場管理に適用
するためには，回収データの事後処理として行っていた観測値の精度評価や異常値の判別，欠損
データの補完などの煩雑な作業を，オンラインで処理する必要があった．そこで，乱流データの誤
差解析の結果（Kim et al., 2009）を利用して，品質判定と欠測値補完を簡易・迅速化し，蒸発散量
と二酸化炭素吸収量のオンライン監視用のソフトウェア（FluxPro）を開発した（平成 21 年度研
究成果情報，金ら）．さらに，観測データを用いて生態系のガス交換モデルのパラメータを推定す
るデータ同化機能を追加した．これにより，迅速なフラックスの算定と短期予測が可能になり，渦
相関法を用いた潅漑水管理や作物生育の監視が，一歩，実用化に近づいた．現在，水田および樹園
地で本システムの実用化に向けたテストが行われている．
⑹ 今 後 の 展 望
微気象学的手法による二酸化炭素やメタンなどのガスフラックスの計測手法は，その長期観測へ

の適用も含めて，おおむね完成の域に近づいており，同時にその限界も明らかになりつつある．今
後は，この計測手法や，それによって得られた詳細かつ膨大なデータを，モニタリングを含めてど
んな研究に利用していくのかという戦略が重要となる．生態系のモデル研究やリモートセンシング
と連携したガスフラックスの広域評価は，その一つの方向だろう．本節では紹介しなかったが，ア
ンモニアやオゾン，エアロゾルなどの粒子状物質のフラックスのモニタリングも実施されている．
将来，ガス分析計の制約が解決できれば，同位体を含むさまざまな大気微量ガスのフラックスの計
測への適用も考えられる．なお，ガスを含めた大気質の研究は，地表面でのフラックスの計測だけ
ではなく，花粉や黄砂にみられるように，大気中での拡散過程の研究も重要であることを忘れては
ならない．

物理環境やガスフラックスに限らず，モニタリングは長期にわたる研究となるので，研究者自身
がモニタリングの実務を担当せざるを得ないわが国では，計測の多くが自動化されたとしても，担
当者の負担は決して軽くはない．また，気象官署での観測とは異なり，モニタリングを継続するこ
とに十分な社会的承認が得られているとは言えない状況で，モニタリングを研究として継続するこ
とは，じつは容易ではない．研究としてのモニタリングの継続のためには，研究者が所属する組織
としての支援の在り方も十分に検討する必要がある．
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2 ． 農 業 環 境 中 の 放 射 性 物 質 の モ ニ タ リ ン グ

⑴ 人 工 放 射 性 核 種 の 長 期 モ ニ タ リ ン グ と 農 業 環 境 中 の 動 態 解 析
1 は じ め に
近年，大気中の二酸化炭素の増加抑制，石油資源の節約，エネルギーセキュリティー対策等の観

点から原子力利用が見直され，原子力開発計画や発電所等の建設が世界各国で増加傾向にある．特
に，わが国周辺の後発の東アジアの国々においても原子力開発が大幅に推進されようとしている．
また，原子力発電に用いるウランの資源量の不足を補い核燃料廃棄物のプルトニウムの再利用を図
るために，わが国においても試験用高速増殖炉「もんじゅ」の運転や青森県六ヶ所村における大規
模核燃料再処理施設の試験稼働が進められようとしており，国民の間に賛否両論を巻き起こしてい
る．このように，原子力利用が拡大する世界的趨勢にあって，エネルギー供給面では多くのメリッ
トが期待される反面，原子力関係施設の事故等にともなって放射能による環境汚染が起こるリスク
は今後高まることが懸念される．

一方，1960 年代まで盛んに行われていた核実験は，現在に近づくにつれ急激に影を潜め，新た
な人工放射性核種による環境汚染は減少している．しかし，世界的な政治情勢から見て核拡散に歯
止めがかかるかどうかは疑問で，我々は依然として核の脅威にさらされていると言える．また，国
際放射線防護委員会（ICRP）等により絶えず見直しが図られている被ばくリスク評価について，
人間活動によって高められた天然放射性核種（NORM）の寄与が最近注目されており，農業資材
中の 40K やウラン系列核種も議論の対象となっている．

このような状況の中で，農産物の安全を確保し国民を放射能汚染の不安から守るために，環境中
の放射性核種のレベルについて常時，監視をしておくことは大変重要である．また，核実験や原子
力発電所の事故等により突発的に周辺環境が放射能に汚染された場合，監視体制を整えておけば，
いち早く対応することもできる．

以上の基本的認識の基に，農業環境技術研究所は独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機
構畜産草地研究所と連携協力して昭和 30 年代より文部科学省放射能調査研究事業に参画し，農作
物・農林地及び牛乳を対象とする継続的なモニタリングを実施することにより，わが国の環境及び
農産物からの人工放射性核種による被ばくリスク評価に資する基礎データを提供してきた．

また，放射能の農業環境への影響を予測するには，放射能モニタリングによるバックグラウンド
データの整備に加え，土壌から作物，あるいは飼料から畜産物への放射性核種の吸収・移行過程と
それを支配する要因を解明して農畜産物を取り巻く農業環境中における放射性核種の動態を把握す
る必要があり，現在，そのための研究も様々な課題を設定して実施している．

2 9 0S r と 1 3 7C s の 長 期 モ ニ タ リ ン グ と デ ー タ の イ ン タ ー ネ ッ ト 上 へ の 公 開
農業環境技術研究所では，1959 年から現在に至るまで農林水産省傘下の独立行政法人や農業関

係試験研究機関に設置した全国十数カ所の定点観測地点から毎年作物体・土壌試料の提供を受け，
ストロンチウム 90（90Sr）とセシウム 137（137Cs）の分析を行っている．提供を受けている試料は，
水田圃場あるいは畑圃場の作土，およびそれらの圃場で栽培したコメ（白米，玄米），小麦（玄麦）
であるが，その他に農業環境技術研究所内で野菜（ほうれんそう等）も栽培し放射性核種のレベル
を調査している．

そ の 中 で， 玄 麦 中 の 137Cs の レ ベ ル は， 大 気 圏 核 実 験 が 盛 ん に 行 わ れ て い た 1963 年 に
43,600mBq/kg と最大値を記録したが，その後急激に減少し 1985 年には 45mBq/kg まで低下した．
しかし，1986 年のチェルノブイリ原子炉事故により，その年度のみ測定値が一気に 5,690 mBq/kg
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まで上昇した．そして，その後また減衰する傾向がもどり，2009 年度には 13±19mBq/kg となっ
ている．一方，玄麦中の 90Sr レベルは，1963 年に最大値 12,300mBq/kg を記録したが，チェルノ
ブイリ原子炉事故の影響は見られず，徐々に低下して行く傾向が現在まで続いて，2009 年度には
61±34mBq/kg であった．この 1960 年代からの 137Cs と 90Sr の経時的推移と近年の低レベルの状
態は，コメに関しても 1986 年の 137Cs を除いてほぼ同様の傾向である．

これらの作物と栽培土壌に関する 90Sr と 137Cs の分析値については，2009 年からインターネット
上に公開し，一般にも閲覧できるようになっている（平成 21 年度研究成果情報，木方ら）．公開し
ている項目は，

・白米，玄米，玄麦および小麦粉中の 90Sr，137Cs 濃度（1959 〜 2006 年）：単位 mBq/kg 
・水田作土および畑作土中の全 90Sr と置換態 90Sr 並びに全 137Cs と置換態 137Cs 濃度（1959 〜

2006 年）：単位 Bq/kg 
・採取地点の土壌群名と作土の土性 

などである．整理したデータのデータベース化は，パッケージソフトウェア "V/GAI−AGRIP
（ヴィジブルインフォメーションセンター社）" を用いている．これらのデータは，2009 年 12 月
から Internet Explorer（Microsoft 社）や Mozilla Firefox（Mozilla Foundation）などの標準的な
Web プラウザを使用して，http://psv92.niaes3.affrc.go.jp/vgai_agrip/ で，閲覧可能となっている．

さらに，土壌中の 90Sr と 137Cs のデータで現在公開しているのは，作土の分析値のみであるが，
これらの核種は放射壊変だけでなく雨水等による下層土への浸透によっても分布が変化する．その
土壌下層への浸透移動は土壌の性質や土地利用の違いによって異なるが，これまで定点調査圃場で
は圃場周辺の未耕地土壌を対比して深さ別の土壌のサンプリングと分析も行っており，放射性核種
の深度分布の調査データも保有しているので，今後，それらをデータベース化し，Web 公開をす
る予定にしている．

3 北 朝 鮮 核 実 験 に 対 す る 放 射 能 緊 急 時 調 査
2009 年 5 月 25 日 9 時 54 分（推定），北朝鮮で地下核実験が行われた．農業環境技術研究所では，

同日から所内環境放射能観測圃場で栽培しているホウレンソウのサンプリングの他，水盤による大

図 1　水田と畑での作物（白米，玄麦）と土壌の放射性同位体濃度の推移（左）と調査地点（右）
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気降下物サンプリング，大気浮遊塵サンプリング，空間線量率連続測定を開始した．ホウレンソウ
のサンプリングは 6 月 1 日まで毎日，大気降下物・浮遊塵調査は 5 月 28 日まで実施したが，いず
れも異常値は検出されず，周辺環境と農作物への影響のないことが確認された．

このように，農業環境技術研究所では，不測の事態によりわが国の農業環境の放射能汚染の可能
性が高まった場合には，各種の監視プログラムを緊急に実施して農業環境への影響を調査している．

4 農 作 物 可 食 部 中 の ウ ラ ン 濃 度 の 調 査
天然物に含まれる放射性物質の危険性の再評価も人工放射性核種とともに国際的に行われている

が，ウランも対象の一つとなっている．農業においては，肥料原料に不純物としてウランが含まれ
ているので，食の安全の観点から正しく評価をしておく必要がある．

そこで，作物，特に可食部のウラン濃度と，ウランが土壌から移行する割合（移行係数）を主要
な農作物について明らかにすることを目的に調査を行った（Yamaguchi et al., 2009）（平成 19 年度
研究成果情報，木方ら）．日本各地から集めた主要穀類の可食部中ウラン濃度を測定したところ，
0.1μg/kgDW 以下と極めて低い値であり，作物可食部中のウラン濃度 / 土壌作土中のウラン濃度
の移行係数も 1/20,000 以下となった．また，約 30 年間畑として施肥をしている農業環境技術研究
所内の黒ボク土圃場では，表層 10cm のウラン濃度が，隣接する未耕地よりも明らかに高くなって
いるが，容易に植物に吸収されると考えられる酸可溶態画分は全ウランの 1.6％でしかなかった．
この畑圃場で栽培した 34 作目の可食部ウラン濃度およびウラン移行係数を計算したところ，全体
として可食部ウラン濃度で 10μg/kgDW，移行係数で 0.005 を超えるものはなく，ウランは可食部
に移行しにくい元素であることが証明された．

また，これらのデータに日本人の平均的作物摂取量（国民栄養調査報告）を乗じて作物のウラン
摂取による内部被ばく線量を概算しところ，植物性食品（果物，キノコ，海藻類を除く）から摂取
されるウランの放射能量は，年間 0.25Bq となり，また，核種による人体への影響度を加味したウ
ランの実効線量は年間 0.01μSv と，わが国の農作物に含まれるウランの放射能面からの安全性が
示された． 

5 農 作 物 の 放 射 能 汚 染 経 路 の 解 析
農作物の放射能汚染経路としては，作物地上

部を経由する直接汚染と汚染土壌を経由して根
からの吸収による間接汚染が知られている．そ
れらの汚染経路の寄与率を小麦の移行係数（作
物体の 90Sr＋137Cs 含量／土壌の 90Sr＋137Cs 含
量）をもとに計算すると，1963 年頃の放射能
多量降下期の両核種と 1986 年のチェルノブイ
リ原子炉事故年の 137Cs ではともに直接汚染が
大部分を占めていたが，最近では両核種とも新
たな降下がほとんど観測されないため，ほぼ全
量が間接汚染に起因していると考えられる（平
成 13 年度研究成果情報，駒村ら）．

1986 年のチェルノブイリ原子炉事故におい
ては，前述のように玄麦の 137Cs のピークが観
測されたが，その原因としては，チェルノブイ
リ起源の降下物が集中した 1986 年 5 月の時期
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図 2　玄麦中 Sr と Cs 含量の汚染経路別割合の推移
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がちょうど小麦の出穂開花期に当たり，直接汚染により地上部（特に穂）に付着した 137Cs が効率
よく体内に取り込まれたためと推察された（駒村ら，2001）．水稲の場合には，生育時期が小麦よ
り遅いために，直接の影響を免れた．

白米，玄麦における 137Cs や 90Sr の濃度とそれぞれの放射性核種の降下量の関係は，y=aXb（y：
子実中の核種含量，X：核種の地上への降下量，a：間接汚染相当分）の関係式で表され，不測
の核事故等による子実中の放射性核種の濃度の推定に用いることができると考えられた．なお，
137Cs，90Sr とも，コメでは白米より玄米，麦では小麦粉よりも玄麦で濃度が高く，それぞれ，ヌカ
とフスマに集積しやすいことがわかっている（駒村ら，2002）．

6 畑 土 壌 中 の 9 0S r の 下 層 へ の 溶 脱 と 支 配 要 因
畑土壌に吸着された放射性ストロンチウム 90Sr の減少速度が，どのような環境要因によって決

まるのかを明らかにすることを目的として 1950 年代から 45 年間収集してきた土壌の放射能モニタ
リングデータを解析した（平成 18 年度研究成果情報 , 山口ら）（Yamaguchi et al.,2006）． 

畑土壌の作土層では，30 〜 80％の 90Sr が交換態として存在しているが，交換態の 90Sr の長期モ
ニタリングデータをもとにその減少速度から土壌中の滞留半減時間を計算したところ，90Sr は，放
射壊変による半減期（28.8 年）よりも速く作土から減少していた．それは，畑土壌の作土層からの
90Sr の減少が，放射壊変以外に水浸透に伴う下層への溶脱や小麦吸収による収奪にも起因するため
と考えられた． 

90Sr の減少速度は降水量などとは直接的な関係がなかったが，土壌陽イオン交換容量（CEC）と
正の相関関係が認められた．さらに，CEC が大きい土壌ほど 90Sr の小麦により吸収される割合

（CR）が低い傾向にあったことから，90Sr は土壌の陽イオン交換サイトに保持されることで畑土壌
から失われにくくなったと考えられた．以上から，畑土壌の 90Sr の長期的な減少を支配する多く
の環境要因の中で，土壌の CEC が最も重要な支配要因であることが示された．核実験や原子力施
設事故などが発生した場合，90Sr の農作物への影響の程度は，継続的に行っている放射能濃度のモ
ニタリングから推定できるが，さらに，事故後長期にわたり土壌と農作物に 90Sr の影響がどの程
度残るかを予測する上でこの知見は有用である．

7 農 業 環 境 中 に お け る 1 3 7C s と 2 1 0P b の 動 態 の 解 析
放射性核種の濃度変動は多くの場合，水移動によって引き起こされ，核種が地表土壌から河川水

へ移動する形態は溶存態および懸濁態に大別される．137Cs およびウラン系列核種の 210Pb について
は懸濁態が移動の主要形態と考えられる．農業環境技術研究所では，これらの核種の農業環境中で
の動態を解明し，土地利用ごとの水系への流亡ポテンシャルを見積もることを目的として，農業環
境中における土地利用ごとの 137Cs および 210Pb 存在量の調査と水系への流亡フラックスの観測を
行っている．これらの核種の土地利用ごとの深度別存在量および水文観測地点における平水時のフ
ラックスについて調査をした結果，小流域内の畑地および水田における，137Cs および 210Pb の濃度
は，同流域の林地と比較して低い値を示し，土地利用形態がこれらの核種の挙動に強く影響してい
ることが示された．また，農業環境中における 137Cs と 210Pb の動態には少なからず違いがあるこ
とが明らかになったが，詳しい解析には今後，更にデータを収集する必要がある．また，現在，平
水時のみならず大雨などのイベント時の流出実態などについても調査研究を進めている．

8 農 耕 地 土 壌 に お け る ヨ ウ 素 の 挙 動 の 解 明
放射性ヨウ素（129I）は半減期が約 1600 万年と非常に長く，ヒトの甲状腺に蓄積することにより

放射線障害をもたらす最も危険な放射性核種の一つである．この 129I は核燃料再処理施設の運転に
伴い，ごく微量ではあるが環境中へ放出される．また，ヨウ素の別の放射性同位体 131I は半減期が
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8 日と短いが，チェルノブイリ原子炉事故の際に大量に環境中に放出された．放射性廃棄物処分施
設の稼働等をひかえ，これらの放射性ヨウ素の継続的な監視を行って，原子力施設の安全評価，お
よび事故等緊急時の対応策に活用できる基礎的・基盤的な知見を蓄積するとともに，放射性ヨウ素
の農業環境中における動態を解明して，ヒトの内部被曝量を予測するための基礎データを得る必要
がある．

放射性ヨウ素は非放射性ヨ
ウ素と物理化学的性質や環境
中での挙動が実質的に同じと
考えられることから，放射性
ヨウ素の動態解明には非放射
性ヨウ素の解析結果が適用で
きる．そこで，環境中の濃度
が非常に低い放射性ヨウ素の
代わりに非放射性ヨウ素につ
いて挙動を解析した．環境中
のヨウ素は，ヨウ素酸イオン

（IO3
−, ＋5 価），ヨウ化物イ

オン（I−，−1 価），分子状
ヨウ素（I2，0 価），有機態ヨ
ウ素など複数の形態をとりう
る．このうち，ヨウ化物イオ
ンは土壌に保持されにくいた
め，地下水や河川水などに流
出しやすい形態である．近接
する畑，森林土壌，水田土壌
を比較すると，水田土壌のヨ
ウ素濃度は特異的に低い．さ
らに水田では土壌が還元状態
にある 8 月ごろに，土壌水中の濃度が上昇するが，畑や森林の土壌水ではこのような季節変動は観
察されない（Yuita et.al., 2005, 2006）．土地利用により，なぜヨウ素の挙動が異なるのかを明らか
にするためには，土壌固相中でヨウ素がどのような形態で存在するのかを調べる必要がある．とこ
ろが，一般的な抽出操作によりヨウ素の分析をしようとすると，化学形態が変化してしまう可能性
がある．シンクロトロン放射光源 X 線吸収スペクトル近傍構造（XANES）を適用すると，固体の
ままで土壌中ヨウ素の非破壊形態分析が可能であり，従来法で問題となるその抽出過程の形態変化
を回避できる（平成 17 年度研究成果情報 , 山口ら）（Yamaguchi et al., 2006, 2010）． 

XANES による非破壊形態分析により，IO3
−は湛水条件下で微生物活動に伴う酸化還元電位の低

下によって，I2 あるいは有機態ヨウ素となることがわかった．また，I −まで還元されたヨウ素は土
壌に保持されにくいため，土壌溶液に溶出することが灌漑期の水田土壌からのヨウ素溶脱の主要因
と考えられた．さらに，還元により生じた I2 の一部は，土壌固相に保持されると推察された．腐
植物質に富む黒ぼく土では畑条件下でも IO3

−が分子状ヨウ素への還元を経て，有機態ヨウ素とし
て土壌に蓄積すること明らかになった（Yamaguchi et al., 2010）. 

図 3　XANES の概要と適用例
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⑵ 放 射 性 核 種 等 の 同 位 体 比 を 利 用 し た 解 析 技 術 の 開 発
1 は じ め に
放射性核種やその壊変生成物の空間的 ･ 時間的分布は，地質年代的な岩石，土壌等の生成過程に

加え，有史以来の人間活動等の影響も受けて，複雑な各種要因の基に成立している．特に，人工放
射性核種の影響は 20 世紀以降の最近の人間活動によって生じたものである．その複雑な要因を解
きほぐして現在の状況を説明することは困難であるが，逆に，それぞれの地域に結果として生じて
いる特定の元素同位体の特徴的な分布を利用して，近年起こっている地球環境（あるいは地域環
境）の変化や物質の起源来歴等を解明するツールとして活用することが可能である．農業環境技術
研究所は，この点に着目して様々な評価手法の開発を行ってきた．

2 天 然 放 射 性 核 種 2 1 0P b を 用 い て の 中 国 砂 漠 化 域 の 風 食 の 評 価
近年，中国，モンゴルなどの東アジアでは，農耕地での土壌侵食や，砂漠化にともなう土地荒廃

が進み，それにともなう黄砂の発生が深刻な問題となっている．これらの問題は，黄砂の飛来等に
より，わが国へ及ぼす影響も大きいことから，できるだけ早く適切な対策を施すことが必要であ
る．そこで，砂漠化域を対象に，過放牧等による植生の退行とともに風食の初期段階で起こる土壌
中の微細粒子の移動を検知するための指標として，空中から降下する微細粒子に吸着している天然
放射性核種 210Pb の利用が検討された（平成 15 年度研究成果情報，藤原ら）．

210Pb は，核爆発由来の 137Cs とは異なり，天然由来の空中降下物であるため， （1）侵食により一
度表層の微細粒子が失われても，再び表層に集積する，（2）半減期が約 22 年であり 10 年オーダー
の変化を追跡できる等の特徴があるため，土壌侵食評価に利点をもつ．また，210Pb は水に不溶で，
通常，土壌の表層に集積されていることから，表層土壌の濃度比較で風食の程度を推定できる． 

1992 年以降，中国内モンゴル自治区奈曼の試験地において，1996 年までは放牧，1997 年以降は
全て禁牧の処理で放牧試験を実施し，210Pb を用いた風食の推定法の有効性について検討した． 

1998 年 8 月に地表から深さ 5cm までの土壌を採取して，210Pb 放射能濃度を測定したところ，
210Pb 濃度は，放牧圧が高く，裸地化していた重〜中放牧区の場所ほど低く，また各放牧区の 210Pb
濃度平均値は，禁牧区から重放牧区へかけて，植被率が小さくなるほど，小さくなる傾向が認めら
れた．この結果により，210Pb 濃度分布が，植被の退行にともなう土壌表層部の風食を表す指標と
して有効に活用できることが明らかとなった．

3 黄 砂 現 象 に と も な う 1 3 7C s 大 気 降 下 量 の 変 動 の 解 析
2002 年 3 月には，青森や新潟など北日本や日本海側の複数地点で，チェルノブイリ原発事故以

来最大となる 137Cs 大気降下量が記録された．この時期に浮遊粒子状物質（SPM）濃度の上昇も観
測されており，砂塵の飛来が降下量増大の原因であったと推定された．また，同時期に中国大陸の
草原域において顕著な砂塵の発生が観測されたが，大陸の草原では最近，気候変動や人為による砂
漠化が進行しており，2001 年から 2002 年にかけての中国北部の深刻な干ばつにより植生被覆が脆
弱化していたことがその原因と考えられた．

そこで中国北部の草原地域を対象に現地調査を実施したところ，深さ 2cm までの表土から比較
的高濃度の 137Cs が検出された．こうした 137Cs の分布は，少ない降水量による下方への浸透の遅
れと，草原の植生被覆による表土侵食の抑制の二つの複合的要因により 137Cs の減損が少なかった
ということで説明できるが，土壌中 137Cs 蓄積量と年間降水量の間に正の相関が認められたことか
ら，この 137Cs は特定の核実験場や施設からの放出物ではなく，1980 年代以前のグローバルフォー
ルアウト（地球規模の放射性降下物）に由来することが判明した（平成 19 年度研究成果情報，藤
原ら）（Fujiwara et al., 2007）．
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この研究により，わが国における 137Cs 大気降下量の変動に，黄砂現象が強く関与しており，
137Cs を含む砂塵の主要な起源は大陸の草原域であることが証明された．

4 ス ト ロ ン チ ウ ム 同 位 体 比 に よ る 野 菜 の 産 地 判 別 技 術 の 開 発  
海外からの農産物の輸入量が急増し，国内産品の価格よりも安価に流通している状況下で原産国

表示の徹底が求められているが，その表示を確認する手法は未だ確立されていない．これまで提案
されている手法は，DNA の塩基配列の違いにより判別する方法，元素組成の違いにより判別する
方法，軽元素の同位体比の違いにより判別する方法等様々であるが，農業環境技術研究所ではスト
ロンチウム同位体比（87Sr/86Sr）に着目し中国産ネギの 3 大産地である山東省，上海，福建省産ネ
ギと国内産ネギの判別法を開発した（平成 15 年度研究成果情報，織田ら）．

すなわち，87Rb の壊変により生成する 87Sr と安定同位体の 86Sr の比は放射年代測定法の一つと
して利用されているが，中国産ネギについてこのストロンチウム同位体比をとってみると，山東省
産（18 点）が 0.710 〜 0.712 の範囲，上海産（13 点）が 0.710 のごく近傍，福建省産（6 点）が 0.706
〜 0.709 の範囲にあるのに対し，国内産（67 点）のストロンチウム同位体比（0.704 〜 0.710）は，
中国の山東省及び上海産より低い．また，中国福建省産のストロンチウム同位体比は国内産と同
水準にあるが，福建省産のストロンチウム濃度（平均 37mg kg−1）は国内産のストロンチウム濃度

（平均 14mg kg−1）より概して高かった．そこで，中国産ネギと国内産ネギのストロンチウム同位
体比及び濃度から線形判別関数を求め，産地判別試験用のフローチャートを作成して店頭買い取り
品を用いた判別試験を行った結果，中国産 36 点中 35 点，国内産 6 点中 5 点が正しく判別された．
これらのネギのストロンチウム同位体比は生産された産地土壌の値と一致しており，他の農産物に
対しても同じ手法が適用できると考えられるので，現在は，ネギ以外の各種の農産物に関してもス
トロンチウムをはじめとする重金属元素の同位体比の地域特異性を利用して産地判別が盛んに試み
られている（川崎 ･ 織田 ,2005）． 

図 4　ネギの Sr 同位体比と濃度
図中のラインは線形判別関数
　式 1：0.154x＋2547y−1809=0
　式 2：0.364x−550y＋380=0
x は Sr 濃度，y は Sr 同位体
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